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＊答案の形式面 
 
・解答が設問に従っていない。設問によると設問１では原告側の主張を論じる。設問２では

私見を論じる。反論はあくまでも「想定しつつ」とあるから、反論単体は設問に対する解
答ではない。なので、反論を独立させる必要はなく試験の説得力を持たせる材料程度にと
どめるべき。 

・出題趣旨によると「論点提示を〔設問１〕でまとめる形を採る」とあるから、原告の主張
では争点となる点を示すにとどめる。例えば本問では位置情報を国家機関に収集されな
い自由が憲法 13 条によって保障されるか否かが争点となる。位置情報が単なる所在を示
すにすぎず、所在は外部から把握できるからプライバシー権の一種として保護されるに
値しないのではないか？という点は私見（反論）において論じる。 
 

＊答案の中身 
 
・一番大きな問題は何かが意識されていない。本件では、犯罪は刑罰によって対応するとい

う大前提があるはずなのに、刑罰終了後に継続監視をするという立法がされてしまった、
という点が大きな問題。答案に明示するかは別にしてこういう問題特有のテーマを（あっ
てるとか間違ってるとか置いといて）考えるべき。自分が用意したものを書こうとしない
こと。 

 
・反論が反論になっていなかったり、抽象的な議論になっている部分がある。これを回避す

るにはどうしたらいいか。抽象的な法律論から離れて問題文で議論を考えてみる。そのう
えで憲法論にするにはどうしたらいいか、や、設問１・２でそれぞれどこまで書くか考え
たほうが訳の分からない答案を回避できるのでは。 

 
こんな感じでとりあえず組み立ててみる 
●Ｘが位置情報を国家機関に取得されない自由は憲法 13 条で保護されるか 
位置情報は継続的に取得されると、その行動を知ることができる 
↓ 
位置情報は外部からも把握できるからプライバシーの一種として憲法上保護に値しない 
↓ 
確かにどこにいるかは外部から把握できるが、単に道でばったり会うのと、継続的に位置情
報を集めるのは異なる。継続的に情報を集めると、その行く場所によっては人の習慣や何を
しているかを把握できる。継続監視の対象者は不審な行動をとっていると思われないよう

に、自己の行動範囲を制限するからこのような効果を有する位置情報の取得をされない自
由は憲法上保護に値する。 
 
●どの程度保護されるか 
人の行動は内心とは関係ないから、重要な情報と言えず保護の程度は厚くない 
↓ 
例えば、継続監視中何度も教会に行けばキリスト教徒ではないかと推測できる。内心と無関
係とまでは言えないから、保護の程度が薄いとまでいえない。 
 
 
●埋設によって人体の侵襲を伴う方法はやりすぎではないか 
ブレスレット型という方法はあるが、監視対象者の名誉を害する。 
医療行為によって埋設するから安全。 
↓ 
安全といっても、健康な体にメスをいれるのは精神的苦痛が大きいからせめて選択性が望
ましいのではないか 
 
●監視期間最⻑ 20 年って⻑すぎないか 
再犯の危険がなくなった場合に途中で監視をやめる制度があってもいいのでは 
↓ 
20 年はあくまで最⻑にすぎない。 
継続監視の申出に当たっては検察官が資料を提出するので一応合理的な期間だから中止制
度は必要ない。 
↓ 
検察が資料を提出しても、判断するのは裁判所なので合理的な期間とまでいうことはでき
ない。やっぱり中止措置いる。 
 
●専門家の判断が任意的であることは不合理ではないか 
 
検察官は監視決定の申出に当たり資料の提出が義務付けられているから、継続監視の合理
性は担保されており、専門家の判断は任意的でよい 
↓ 
心理的病理的要因で再犯するというのに、裁判所と検察官にその判断はできないだろう 
専門家の判断は必要的であるべき 
 

 



・法律がどういう仕組みで、今はどの段階にあるのかを意識するべき。法律だけみると、警
告・禁止命令等も存在しており問題となりうるが、あくまでもＸは継続監視の決定を受け
た段階に過ぎない。 








